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社会貢献企業を対象とした条件付き一般競争入札実施要領 

 

平成 18 年４月１日 施行 

第１条（目的） 

この要領は、神奈川県が実施する公共工事の施工において、建設業者の健全育

成を図るとともに、社会に貢献した建設業者を評価し、その取組みの一層の拡大

を目的に実施する社会貢献企業を対象とした条件付き一般競争入札を適正かつ

円滑に行うため、神奈川県の公共工事に係る条件付き一般競争入札実施要領（平

成６年４月１日施行）、神奈川県公共工事に係る入札関係事務処理要領（昭和 57

年６月１日施行）に定めるほか、必要な事項を定める。 

 

第２条（用語の定義） 

社会貢献企業とは、出先機関の長と「地震・風水害・その他の災害応急工事に

関する業務協定」、「災害時における応急給水及び応急・復旧工事等の協力に関す

る協定」等（以下「協定等」という。）を締結している関係団体に加入している

もの及び協定等を締結しているもので、県内に本店を有するものとする。 

 

第３条（社会貢献企業を対象とした工事の入札の実施） 

社会貢献企業を対象とした工事（以下「工事」という。）は、協定を締結して

いる出先機関（以下「発注者」という。）において、条件付き一般競争入札の方

法により発注工種ごとにそれぞれ実施するものとする。 

 

第４条（工事の発注件数） 

工事の発注件数は、各発注者において、一会計年度２件以上を原則とするもの

とする。 

 

第５条（工事の区分と金額） 

工事の設計金額の上限を、発注者の判断により当面の間、２億円（企業庁にお

いては、神奈川県公営企業財務規程に定める所長への委任の範囲内）まで拡大す

ることができることとする。 

 

第６条（工事の発注金額と社会貢献企業の等級） 

発注者は、工事を発注する際の等級については、設計金額に応じ、競争入札の

参加者の資格に関する規則（昭和 40 年規則第 106 号）別表第２の区分を参考と

し、地域の実情に応じて設定できることとする。 
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第７条（工事の発注工種） 

工事の発注工種は、全工種を対象とすることができる。 

 

第８条（入札参加可能者数） 

工事の入札参加可能者数は、原則として「神奈川県工事等指名業者選定基準」

（平成７年４月１日施行）第４条に定める数とする。 

ただし、第２条に規定する対象者がこれに満たない場合は、５者以上を入札参

加可能者数とする。 

 

第９条（発注予定の公表） 

発注者は、工事の発注予定をあらかじめ決定し、必要に応じて工事発注予定表

により公表するものとする。 

 

第 10 条（報告） 

発注者は、契約締結後発注の状況について社会貢献企業に係る発注状況報告

書（第１号様式）を各部局長へ提出するものとする。 

 

 

附則 

この要領は、平成 18 年４月１日から施行する。 

附則 

この要領は、平成 27 年４月１日から施行する。 

附則 

この要領は、平成 28 年４月 22 日から施行する。 

附則 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

 


